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高齢者介護と老人保健福祉計画をめぐる諸問題
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はじめに
この論文のねらいは，市町村および都道府県老人保健福祉計画(高齢者保健福祉計画)(1)を住
民の立場から検討・評価する際の基本的視点と，今後の課題を考察することにある。まず，老
人保健福祉計画策定の背景としての高齢者介護問題と医療政策の動向との関連を明らかにし，
次に老人保健福祉計画の基本的性格にかかわるゴールドプランとの関連，市町村に対する厚生
省の指導マニュアルの問題点や単に行政計画の範囲にとどまらないこの計画のもつ意義を確認
する。そして，どのような視点から策定された老人保健福祉計画を分析していくべきかを，実
践的課題も視野に入れながら提起したい。また，老人保健福祉計画にかかわる国の責任を特に
財政問題に限定して若干ふれておくとととする。なお，以下の分析では主として社会福祉の課
題が中心になることをお断りしておく。
1.老人保健福祉計画の背景としての今日の介護問題の特徴
老人保健福祉計画の策定の背景には，高齢者介護がもっぱら社会保障，社会福祉にかかわる
人々の関心事にとどまらず，だれもが避けることのできない問題として広く国民の関心と不安
をよびおこしている現実があり， したがって国がどのような路線のもと福祉政策を展開しよう
ともこの問題への対応を回避するわけにはいかなくなっている状況がある。
介護問題のあらわれかたで特徴的なのは，いかにして高齢者の人権や尊厳を守るかという観
点から介護問題が議論されはじめたというよりも，いわゆる「長期入院(社会的入院)Jや「家
族介護の限界」という解決の先送りが許されない緊急の問題として現れたことである。
「社会的入院」とは，入院治療の必要がなくなってもなお入院を余犠なくされている状態や，
在宅での療養が可能となっても退院ができないでいる状態，入院しつつ老人福祉施設の入所を
待機している状態といわれている(2)。 しかし， 注意しておかなければならないのは， I社会的
入院」の実態が十分に把握されているわけではなく，この用語に明確な定義が与えられている
わけでもないこと， しかも， 1983年の老人保健法施行により 70歳で診療報酬の点数を区別す
16 -
高齢者介護と老人保健福祉計画をめぐる諸問題
る「老人特掲診療報酬」と老人病院が制度化され，一般病院での高齢者の長期入院が困難とな
る政策誘導が行われるようになる時期から，この用語が使用され始めたことである。したがっ
て， I社会的入院」を必要もないのに高齢者が入院していることなどと単純に理解することは
謹まなければならない。
「社会的入院」が生み出される背景には， ①在宅療養の条件としての家族の介護力の低下，
家族関係，介護が困難な住宅事情，経済的事情など患者をとりまく生活問題の深刻化，②地域
の保健・医療・福祉の在宅ケアの水準の不十分さ，③特別養護老人ホームの大量の待機者の存
在，④医療機関内部における退院にむけてのリハビリテーションや退院に際しての援助の不足
などがあり (3)，複合的な要因によってもたらされた問題である。つまり，障害や疾病をもった
場合に，高齢者が地域で継続して生活する基盤，条件や福祉施設の対応が社会的に準備されて
いないまま，高齢者の長期入院患者を外来や在宅医療へ誘導する「退院促進」がすすめられ，
「社会的入院」という形で介護問題を浮かび上がらせたのである (4)。介護問題の深刻化が高齢
者人口の増加という現象だけではなく，政策的にもたらされた側面も看過できないのである。
この点について，医療現場における問題のしわょせについてふれておく必要があろう。医療
ソーシャルワーカーの山路克文氏は，以下のように問題点を端的に説明している。すなわち特
別養護老人ホームの入所対象者でありながら待機していみ高齢者のうち，急性期医療を必要と
する人以外が「社会的入院」を要する患者として一般・老人病院で対応されている現実がある
一方で， 医療政策の矛盾が現場に次のような影響を与えている。「平成4年度の診療報酬改定
と第二次医療法の改正において，低医療費政策一医療経済の合理化という規定から，医療機関
も急性期医績を行う特定機能・急性期病院と，慢性的疾患を対象とする「療養型病床群Jに
分けた。病気の状態を期間で分類する概念で，医療施設の機能分類が行われたわけである。/
この改革によって，筆者の勤務する民間の急性期病院においては，急性期を脱し長く滞在する
患者の退院促進を行わないと保険点数も上がらず，またその努力を続けないと医療機関の対外
的な性格づけも出来なくなり，医療経営が難しくなるように改正されたことは，注目すべき点
である。/以上のことから， ~社会的入院」の問題構造は，社会福祉政策の側面からも，医療
政策の側面からも指摘することができ，優れて政策的問題であることを強調しなければならな
いjC5)。
このように1980年代に，社会福祉施設の整備の立ち遅れが医療サイドでの高齢者介護の代
替を生み，それが一部での乱診，乱療批判の対象になり，医療費抑制政策が全面に押し出され，
そのひとつの方策として高齢者患者の退院促進がはかられた。それが在宅ケアへの圧力となる
が，肝心な在宅ケアの水準が著しく低かったもとで， “受け皿なき"高齢者の介護問題を生み
出してきたのである。
在宅ケアの水準の低さの問題は，当然のことながら家族介護の限界ともなる。高齢者の在宅
ケアの場合，家族の果たす役割が璽要になる。しかし，これまでの社会福祉政策は家族のケア
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と公的な保健・福祉サービスとの関係について， あくまで家族介護(実際には女性による介護)
を基本として， 保健・福祉サービスはそれを補完するか代替するもの(家族介護の代替・補完と
しての公的ケア)という位置づけで展開されてきた。 1980年代の社会福祉政策の基本は， いわ
ゆる日本型福祉社会論である。その特徴は，公的福祉の守備範囲の見直しとあわせて，家族や
地域，企業の福祉機能の分担領域の拡大と市場サービスの振興によって高まる福祉需要を吸収
させることにあった(6)。家族内部に目を移せば，家族のかかえる生活問題に対応する女性の役
割を重視し，女性による介護に多大の期待を寄せたのであった。
たしかに，高齢者の生活や精神的安定にとって家族のきずなは不可欠なものであるが，そう
であるとするならば日本型福祉社会の方針とは逆に高齢者と家族をささえる質量ともととのっ
た公的保健・医療・福祉サービスが，地域性をともなって供給されることや専門職の適切な援
助体制の整備が必要であったのであり，男女役割分担の再考，介護休暇制度など高齢期の介護
問題に対応する家族への社会的支援策を充実すべきだったのである。しかし，指摘するまでも
なくこれまでの杜会福祉政策の現実はそれらに熱心ではなかった。
190年代に入って介護問題の深刻化は，家族や女性に介護を依存する日本型福祉社会論と
いう政策の基本方針の修正を，余儀なくさせている。たとえば，社会保障制度審議会社会保障
将来像委員会第l次報告『社会保障の理念等の見直しについてJ(193年2月)では. I高齢者
や障害者なと、の介護については，次第に社会保障による部分が大きくなっているが，依然とし
て家族によって担われている部分が大きい。今後，高齢の障害者が増加する一方，家族形態の
変化や共働き世帯の増加などにより家族が介護できなくなっていくことを考えると，在宅福祉
や施設福祉の対策など公的責任として行って行かねばならない部分が増大することは明らかで
ある。jと家族介護の限界と，福祉需要の増大を認識している。
また細川内閣における国民福祉税構想にからんで厚生大臣の私的懇談会である高齢社会福祉
ビジョン懇談会が発表した r21世紀福祉ビジョンー少子・高齢社会に向けて一』でも， 家族
の変化と福祉需要について. I今後家族の小規模化や企業などで働く女性の増加に伴い， 高齢
者介護や育児を中心としてニーズが増大してくることから，こうした福祉サービスの一般化，
普遍化という要請に適切に応えていくことが必要となっているJ，あるいは「これまで， 家族
の中で担われてきた介護，育児機能が低下し，社会保障需要として今後ますます顕在化してく
る」と福祉需要の増大を予測し介護サービスの現状については「現在，介護サービスについ
ては， そもそもサービス量が十分でない」との認識を示している。いずれにしても， 公的保
健・福祉サービスの水準が不十分なもとで「家族介護の限界」が公式に明確に認識されはじめ
たといってよいであろう。
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2. noカ年戦略JIと老人保健福祉計画
高齢者介護問題への対応として1989年4月からの消費税導入のあと，大蔵大臣，厚生大臣，
自治大臣三閣僚により『高齢者保健福祉推進10カ年戦略J(いわゆるゴー ルドプラン。以下.no 
カ年戦略J)が合意された(表1参照)0noカ年戦略」は突如として生み出されたものではなく，
下敷きとなる政策が存在していた。 noカ年戦略』に先立ち 1988年の税制改革論議の最中，
厚生省・労働省連名で衆議員税制問題等調査特別委員会に「長寿・福祉社会を実現するための
施策の基本的考え方と目標についてJC198年10月，いわゆる「福祉ビジョンJ)が提出された。
そこでは2000年を目標にショー卜ステイ 5万床， ホームヘルパ-5万人， デイサービスセン
ター l万カ所，特別養護老人ホームと老人保健施設合わせて50万人程度という整備目標が示
されていた。
「福祉ビジョン」と比較すると noカ万戦略』は，若干の数量上乗せと新規事業が盛り込ま
れている。 noカ年戦略Jが消費税導入など税制改革が進行するなかでそれと密接なかかわり
をもって打ち出されてきた経過や，前述の医療費抑制政策との関連などを含めて考えると単純
な評価は下すべきではないが，介護問題への政策的対応を明確に数量目標で示したことや在宅
福祉の位置づけやマンパワー確保を政策に明確に盛り込んでいることからみても，過小評価で
きないものである。ただし具体的目標数値を現実に達成するためにはこれまでの福祉政策の
姿勢を見直さざるをえないし，仮にこの数債を達成したとしても今後の要援護高齢者の増加を
予測してみると安定した老後生活を保障するにはなお水準が低すぎるのではないかという疑問
も当初から指摘されていた(7)。また先程も述べたように「ゴールドプランが作成された背景と
して.80年代の日本型福祉政策，つまり家族内扶養依存政策がもはや破綻したことを政府・
厚生省が部分的にせよ認めざるを得なくなったことも，見落としてはならない」ω のである。
そもそも在宅福祉は地域性を要求されるものであるため， 当然 noカ年戦略』の現実化に
あたっては地方自治体レベルでの実施体制の整備が必要になる。在宅福祉の推進を盛り込んだ
1989年3月の社会福祉関係三審議会合同企両分科会の意見具申では， r社会福祉の新たな展開
をはかるための基本的考え方」として「市町村の役割重視」を掲げ，その具体的方策として地
域福祉にかかわる福祉行政の実施にあたっては，最も住民に密着した基礎的な地方公共団体で
あり，住民の福祉需要を最も把握し得る市町村において実施する必要があり，老人福祉施設な
ど入所施設への措置については市町村に移譲すべきことを提言した。
こうした， r意見具申」による在宅福祉推進とnoカ年戦略』の流れを受け， 1991年6月に老
人保健法を含む「老人福祉法等の一部を改正する法律」が成立する。ここで老人保健福祉計両
に限ってその内容についてふれておくとω，第一に施設福祉と在宅福祉を市町村において一元
的に実施すること(①老人福祉施設への措置を市町村事務とする，②居宅生活支援事業としての在宅福
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表1 I高齢者保健福祉推進十か年戦略(ゴールドプラン)J (平成)
事 項 4年度予算 5年度予算 6年度予算 整備目標cl1年度)
1 在宅福祉対策の緊急整備
(1)ホームヘルパー(訪問し介護在行う者)の 46.405人 52.405人 59.005人 100.000人
充実 (+ 5.50人) (+ 6.00人) (+ 6.60人)
(2)ショートステイ (特別養護老人ホー ム等に短 15.674人 19.674人 24.274人 50.000床
期滞在する事業)の充実 (+ 4.00床) (+ 4.00床) (+ 4.60床)
(3)デイサービス(日帰りで介護サービスを受け 3.480か所 4.330か所 5.180か所 10.000 ;か所
る事業)の充実 (+ 850か所) (+ 850か所〉 (+ 850か所)
(4)在宅介護支援センターの充実 1.200か所 1.800か所 2.40か所 10.000 ;か所
(+ 50か所) (+ 50か所) (+ 60か所)
(5) I住みよい福祉のまちづくり事業」の推 150市町村 150市町村 100市町村
進「障害者や高齢者にやさしいまちつく (新規 50巾町村) (新規 50市町村)
り推進事業」 30か所
2. Iねたきり老人ゼロ作成」の展開
(1)機能訓練の充実
①機能訓練を行う場の確保 4.988か所 5.213か所 5.428か所
(+ 215か所) (+ 215か所) (+ 215か所)
②機能訓練会場への送迎のためのリフト 1.502台 215台 215台
付パスの配備
(2)脳卒中情報システムの整備 15県 15県 15県
(3)脳卒中，骨折等の予防のための健康教育 22.992百万円 24.171百万円 23.685百万円
等の充実
3.在宅福祉等充実のための長寿社会福祉基金
4 施設の緊急整備(整備費〕 240.000床
(1)特別養護老人ホームの整備 192.019床 202，019床 212.019床
(十 10.00床) (+ 10.00床) (+ 10.00床)
(2)老人保健施設の整備 91.811床 113.811床 139.811床 280.000床
( + 2.00床) ( + 2.00床) ( + 26.00床)
(3)軽費老人ホーム(ケアハアス)の整備 9.700人 16.700人 23.700人 100.000人
(+ 5.00人) (+ 7.00人) (+ 7.00人〕
(4)高齢者生活福祉センターの整備 120か所 160か所 200か所 400か所
(+ 40か所) (+ 40か所) (+ 40か所)
5.高齢者の生きがい対策の推進 47県 47県 47県
(1) I明るい長寿社会づくり推進機構」の設置
(2) I高齢者の生きがいと健康づくり推進モ 305市町村 306市町村 306市町村
デノレ事業」 (新規 153市町村) (新規 153市町村) (新規 153市町村)
6.長寿科学研究の推進
(1)長寿科学医療体制確立のための園立病院 509百万円 2.332百万円 2.936百万円
施設の整備
(2)長寿科学総合研究経費 1.654百万円 1.785百万円 1.898百万円
7.高齢者のための総合的な福祉施設の整備
「ふるさと 21健康長寿のまちづくり事業」 60百万円 60百万円 60百万円
基本計画策定費
8. ゴーノレドプラン推進支援方策
(I)福祉マンパワーの確保 32か所 47か所
①福祉人材センターの設置 (十 17か所) (十 15か所) 47か所
②福祉人材パンク事業の推進 95か所 95か所 95か所
(2)存宅福祉サービス推進等事業 1.000百万円 1.000百万円 1.000百万円
(3)介護実習・普及センターの設置 7か所 14か所 21か所
(+ 7か所) (+ 7か所〕
(4)福祉厚生センターの設置 265百万円
出所:r国民の福祉の動向J(194年版)厚生統計協会， 1994年. 192ページ
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祉の法的位置づけの明確化とその措置を市町村の事務とする)，第二に老人保健福祉計画を全ての市
町村ならびに都道府県が策定し，国は計画策定に関して技術的助言指導と計画達成に必要な援
助を行うことがあげられる。なお，措置権移譲と地方老人保健福祉計画の策定に限って施行期
日が1993年4月1日となり，計画は 1993年度末までに策定することとされた。
こうして全市町村が老人保健福祉計画の策定に取り組むこととなり.1994年4月には計画
はほぼ出そろったと報道されている (1朝日新聞J194年4月5日，朝刊)。
ところで，多くの市町村にとっては高齢者の保健と社会福祉を総合的にまとめた計画を策定
することは，未経験であったと思われる。ところが他の行政計画と違い全国のほとんどの市町
村が計画を策定し終えたということは，それだけ行政課題としても高齢者介護が重要視され住
民の関心も高いと意識されたからであろうが，一方で厚生省の市町村への指導も詳細な「マ
ニュアル」などの提供をはじめ細かく行われ，計画策定までの主体的力量に不安のあった市町
村においてもある程度の計画を完成することを可能にしたことも事実である。厚生省が示した
一連の報告書，通知は表2のとおりである。また，老人保健福祉計画の骨子は表3のようなも
のである。
表2のうち.(f)がいわゆる老人保健福祉計画の『マニュアル』といわれており. (a)-(f)を読
めば計画にどのような項目を盛り込むのか，また寝たきり老人，痴呆性老人をどう把握し，ど
のように必要な在宅福祉サービス量を設定するのか等ほとんど計画を策定することが可能なほ
ど詳しく説明されている。策定過程で指摘されていたことであるが，こうした細かな通知等の
一方ではたして市町村の主体性，自主性は担保されているのかという疑問が提起されてきた。
例えば武田宏氏は.(1)こうしたガイドラインを厚生省が上意下達的に地方公共団体に示すこと
が市町村が主体的役割を担うことになるのか.(2)地域医療計画で圏域を設定されているのに市
町村の積み上げにより作成できるのか.(3)都市計画法にもとづきすでに策定されて総合計画と
の計画期間に抵触し，国家行政内部の縦割り行政の弊害を地方自治体に押し付けることになら
表2 老人保健福祉計画にかかわる厚生省関係の通知，報告など
(a)地方老人保健福祉計画研究報告書『老人保健福祉計画策定 その基本的考え方一J191年9月C101
ゆ(表3参照)
(ω 地方老人保健福祉計画研究班寝たきり検討部会『障害老人の日常生活自立度(寝たきり度)判定基
準j]191年10月
(c)地方老人保健福祉計画研究班ガイドライン検討部会報告『老人保健福祉計画策定指針の骨子につ
いてJ191年1月
(d)地方老人保健福祉計画研究班痴呆性老人調査・ニーズ部会『老人保健福祉計画策定に当たっての
痴呆性老人の把握方法等についてJ192年2月
(e)地方老人保健福祉計画研究班人口等調査手法部会『市町村将来人口の推計についてj]192年4月
(f) ~地方老人保健福祉計画について(市町村および都道府県老人保健福祉計画作成指針を含む).1
(都道府県知事あて 老人保健福祉部長の通知)192年6月(11)
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表3 市町村老人保健福祉計画の骨子(案)
@人口構成(総数.65歳以上人口.75歳以上人口)
@高齢者のいる世帯の状況(単独世帯.夫婦世帯，同居世帯)
@ねたきり，痴呆等の要介護老人の人数，要介護老人の障害の程度，介護の実
態(在宅，特別養護老人ホーム，老人保健施設，病院等)
@住居の状況
@高齢者の受診状況，疾病構造
@就業構造等
2 サービスの実施|⑪ホームヘルプサービス，デイサービス，ショートステイ等の実施状況
の現況 18機能訓練，訪問指導及び健康教育の実施状況
@特別養護老人ホーム等への入所措置の実施状況
@老人福祉施設の整備状況
@老人保健施設，市町村保健センタ一等の整備状況
@マンパワーの確保の状況
@住民参加型サービス，シルバーサービス等の実施状況
3 サービスの実施 10目標年次
の目標 18目標年次における 65歳以上人口等の経済・社会状況(1の現状把握に対応するも
の〕の推計
@サービスの実施の目標
各種サービスを考慮し，国の定める標準を参酌して，対象者の状況に応じた必
要なサーピス量を設定
ア ホームヘルプサービス
イ デイサービス
ウ ショートステイ
エ機能訓練
オ訪問指導
カ ねたきり予防，健康教育等
キ 特別養護老人ホーム等への入所措置
総量 00人・時間分
00人・日分
00人・日分
00人・日分
00人・時間分
開催回数 00回
総量 00人
4 サービスの提供 10特別養護老人ホーム，デイサービスセンタ一等の整備及び体制の確保方法
体制の確保 1.老人保健施設，保健事業の実施施設等の整備
5 その他
@マンパワーの確保
(・ホームヘルパー，ソーシャルワーヵー 寮母等)
・看護婦，保健婦等
。医療施設，医療サービスとの連携に関する事項
老人訪問看護サーピス(訪問看護ステーション)との連携に閲する事項(老人保健
法改正事項)
@住民参加型サービス，シルバーサービス等との連携に関する事項
@社会参加活動等の生きがい対策に関する事項
@地域福祉活動推進に関する事項
出所:r老人保健福祉計画策定の基本的考え方J中央法規出版.1995年.40ベー ジ
ないか(12)，といった問題を指摘している。
また計画策定の最終段階といえる 1994年2月に行われた社会保障研究所のシンポジウムで，
濃沼信夫氏は「保健福祉計画の光と影」として次のようにレポートしている。「医療計商，老
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人保健福祉計画とも，そのめざす理念とは裏躍に，霞ヶ聞から都道府県，市町村へと，旧態依
然の上意下達の政策手法が踏襲されており，次々に出される上部団体からの指示と，増えた業
務の消化に汲々としている行政の最前線が少なくない。地方の特性を生かした計画が推奨され
ても，固から示された作成指針に従うことが精一杯というところが少なくない。(中略)理想
的な計画を実施する財源や人材の確保は，地方自治体独自ではとてもまとまらないとすれば，
補助金の支給なりモデル地域の指定なりが，計画策定の際の最大の関心事となる。したがって，
計画は行政の上部組織の技術的助言を仰ぐというやり方で，できるだけ上部団体のおメガネに
適うような内容になりがちである。(中略)地方分権を推進するとの目論みは，そのやり方次
第では，中央集権をますます強める結果に終わってしまう恐れがあるJ(13)。
「上意下達」と指摘される点で明らかに問題とおもわれるのは，老人福祉施設，老人保健施
設の入所者数の規制である。 (f)~老人保健福祉計画について』に示された各保健福祉サービス
の「参酌すべき標準」では， 特別養護老人ホームと老人保健施設の入所者数は各市町村の65
歳以上人口の 1%強に計算せよとされている。この数字の根拠について厚生省は noカ年戦
略」の整備目標を高齢者人口に対する数字で置き換えると特別養護老人ホームが1.1%， 老人
保健施設が1.3%になるからと説明しており，加えてこれでほぼ施設のニーズは満たせる，計
画の目標量が2%に近いことがあっては問題であると，都道府県の計画策定担当者を前に言明
している(14)。地域の高齢者の生活状況や住民要求によっては特別養護老人ホームや老人保健
施設の入所者が多くなる可能性もあり，はじめから施設福祉の比重に枠をかける手法は老人保
健福祉計画の趣旨からいって問題である。これでは， I参酌」ではなく，強力な指導であると
いわざるを得ない。実際，ほとんどの計画が厚生省の数値を順守しているのである。このよう
な制約や問題が生じるのは， 老人保健福祉計画があくまで noカ年戦略」の枠組みに縛られ
ているからでもある(15)。
3.老人保健福祉計画の意義
これまでのべてきたように，今回の老人保健福祉計画はさまざまな問題を含んでいるが，同
時にこれまでの社会福祉政策になかった重要な意義があることも見落としてはならない。
まず第一に，より包括的な社会計画への発展の可能性である。障害や病気をもっ高齢者が住
み慣れた地域で住み続けるための条件を追求するとするならば，総合的な生活保障や濃密な地
域の人間関係を形成しなければならない。すなわち，地域の保健・医療・福祉の量・質・供給
体制， それにかかわる専門職活動の展開，住宅(住宅保障や住居改差)，教育，交通・通信，労
働，伝統産業振興，地域住民関係，地域福祉活動の力量を含めた「地域の福祉力」(IR 地方自
治体の行政能力や財政なと¥ハードとソフトを含めた総合的な地域づくりを住民主体で模索し
なければならない。したがって，保健福祉に限定された計画だけでは地域における高齢者問題
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の解決をもとめることはできず，客観的な問題の深刻化の一方での住民の主体的力量の高まり
によっては，老人保健福祉計画を手掛かりに総合的な地域計画の策定に結び付く可能性をもっ
ている。
第二に，保健・福祉行政担当者や現場労働者の自己点検と保健・福祉における住民参加の契
機としての側面である。今回の老人保健福祉計画では在宅福祉については，各市町村が国や都
道府県から割り当てではなく，下からの数字の積み上げにより住民に保健福祉政策の目標を数
字で明らかにし， 都道府県の老人保健福祉計画に反映する「ボトムアップ方式jC17) が一応採
用されている。したがって，地域の高齢者問題を把握する実態調査と保健福祉の現状把握と，
その評価が計岡策定過程で重要な位置をしめるのである。
これほど介護問題を中心として高齢者問題が注目されるのは，それだけ地域社会において高
齢者の生活が不安定だからであり，地域生活の条件や基盤が弱まっているからである。正確な
現状認識なしには，有効な政策を立案することはできない。高齢者の経済生活，家族状況，地
域の相互扶助，住宅問題など総合的に状態を把握し，また現在の保健・福祉がどこまで住民生
活に対応できているのか.できていないのかを現場の保健・福祉労働者を交えて，住民と共に
分析や討論を重ね，いま地域に何が必要なのか，行政の課題は何か，保健・福祉の専門職や住
民の課題はなにかを学び合い共通の認識をつくりだすこと.いわば行政と住民の聞で社会的対
応の必要性についての合意を形成していくことが(18)計画策定過程で極めて重要である。今
後の高齢者福祉の展開には，積極的な住民の活力と自治能力の発達を必要とするが，今回の老
人保健福祉計画は行政側にも住民側にも共通した現状分析と課題認識の得難い機会だったので
ある(こうした認識を基礎に，策定過程をすすめ，地域の高齢者問題を総合的に分析した老人保健福祉計
画は，筆者の知る限り大阪府吹田市，京都府三和町の計画である)(9)。
第三に，地方自治体の保健・福祉についての基本理念と今後の高齢者福祉の地域的展開つま
り地域福祉の質を問わざるをえないことである。老人保健福祉計画は，在宅福祉と施設福祉の
量的整備だけではなく，家族と社会福祉との関係，保健・医療・福祉の連携，総合的な地域ケ
アの構想といった課題も焦点となる。在宅福祉サービスが生活つまり実際の介護，家族構成や
家族関係， 近隣関係， 経済力， 福祉についての意識などに密接にかかわり， そのありように
よってはたとえサービスの量的整備がなされたとしても必要な利用が進まないことは，これま
でも保健福祉関係者がしばしば体験してきたことである。
したがって，とくに小地域にまで焦点をしぼり，具体的な地域ケアの構想すなわちきめ細か
な供給体制，相談体制，保健・医療・福祉のネットワーク，サーピス調整を地域特性をふまえ
て立体的に描かなければ，老人保健福祉計画は画餅と帰すことは明らかである。また既存の保
健・福祉サービスの現状分析を通して，住民にどのような質の保健・福祉サービスを提供する
かも計画には必要になる。住民の要求は単に，ただ家族介護の代替や軽減ではなく高齢者自身
の尊厳と人権が具体的に保棒される保健福祉サービスをもとめる水準に高まっている (20)。
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住民要求に真撃に応え現実的な地域福祉を構想しようとすれば，計画をニーズの測定とサー
ビスの供給という次元のみで扱うのではなく，各市町村が高齢者の尊厳と人権を守る基本理念
をふまえて策定にのぞまなければならないのである。
以上みてきたとおり，市町村福祉行政にとっても，住民にとっても策定過程のとりくみいか
んによっては，老人保健福祉計画は非常に大きな意義をもっていたことが明らかである。しか
しこうした意義や理念を十分に生かしきれなかった自治体が少なくなかったのが実態である。
例えば近畿弁護士連合会人権擁護委員会が実施した「老人保健福祉計画に関する近畿各地方自
治体アンケート」ω の報告書によれば，策定過程での以下のような問題が指摘されている。
まず、実齢者実態調査については，すべての地方自治体が調査を行っていたが. 4自治体が要介
護高齢者の調査を実施しておらず小規模自治体を別にすれば市行政の怠慢であると指摘されて
いる。また，痴呆性老人調査は約26%の地方自治体が調査対象からはずしており，調査を実
施しているところでも「推計」による把握に止まっており，かなりの地方自治体が痴呆性老人
を調査からはずしていた傾向がある。「真に痴呆性老人の立場に立って福祉サービスの充実を
図ろうとするならば，その現実把握と家族などを通じたニーズの把握がなければ，適切で充実
した介護サービスを考えることはできないJ22) と地方自治体の姿勢を問題にしている。
調査の方法については，高齢者実態調査では「郵送アンケー卜J32件.r民生委員による訪
問調査J92件.r職員による訪問調査J30件などとなっており， 要介護高齢者実態調査では
「郵送アンケートJ4件.r民生委員による訪問調査J45件.r職員による訪問調査J96件など
となっていた。 この報告書では訪問調査が比較的多かったことは評価しており.r高齢者実態
調査は，調査を担当した者に，その地域の高齢者のおかれている状況への理解や高齢者福祉へ
の理解や問題意識を育むという学習的な面があり，まさに今後『老人保健福祉計画」を実践す
る推進体制を担う民生委員職員や専門職が，どれだけこの調査に実質的にかかわったかは大き
な意義をもっJ23) と訪問調査の有効性を強調している。
次に，策定過程での住民参加についてである O 近畿弁護士会連合会の調査によれば，計画策
定委員を設置したのは42%であり，計画策定の中心組織として「学識経験者を含む組織Jに
したものが42件.r住民代表を含む紐織」にしたものが46件.r自治体内部の組職」にしたも
のが75件.r外部の研究機関」に委託したものが5件であった。以上の数値をもって計画策定
組織の形態だけを根拠に住民参加がなされたのか，住民の要求が反映されたかをいちがいに判
断することはできない(多分に自治体職員の力量にかかってくるが，調査の内容や現場保健福祉職員を
含めたワーキンググループによる下からの積み上げに方式をとれば自治体内部の組織が中心であっても，
住民要求を十分に反映して計画策定は可能であろう)。ただ報告書では計画策定委員会の形態をとっ
た場合に住民が委員となっている場合でも，地域既存の「団体代表としての性格が強く，果た
して一般住民の代表と言えるかに疑問が残る」仰とし，参加の実質的内容は不透明さが残り，
「今回のアンケートの結果からすると，計画の策定に住民を『主体』として組み込むことがで
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きた自治体は，少数に止まったjC251 と分析している。
外部委託については，委託先のほとんどが民間コンサルタント会社であった。委託範囲は
「高齢者の実態調査」が27%. ，計画策定」が24%. ，実態調査と計画策定」が33%. ，調査
データ分析」が13%. ，その他J3%である。外部委託の結果の計画への反映では技術的な側
面だけではなく， 民間コンサルタントの作成した「ほぼそのとおりの計画になった」が11%
にのぼっているとしている。
厚生省の通知『老人保健福祉計画について』では「作成上の留意点」として住民や関係者の
意見を踏まえて作成することが重要であるとし，保健福祉関係者だけではなしそのほかの専
門家や関係者の意見を聞く体制を取るよう配慮すべきだとしていた。また「市町村老人保健福
祉計画作成指針Jにおいても計画作成の手続きにおいて保健医療関係者，福祉関係者の積極的
な参加を求める計画作成委員会の設置や，そのほかの専門家，関係者の意見聴取，計画作成に
地域の高齢者の意見を反映させるためのヒアリング，懇談会の実施なと、についても配慮はらう
よう，住民参加について一定の経路を示していた。こうした方向づけを生かし，地域住民とく
に介護家族や高齢者の意見を計画に反映させることが求められていた。
しかし規模の小さな市町村では，例えば老人保健福祉計画策定担当者が住民課で内容の異な
る相当の数の業務を抱えながら計画策定にあたらなければならなかったことや，ほんの数人の
職員がしかも兼職で担当する実態にあったことなどを勘案すると，現実的に老人保健福祉計画
の意義や理念を策定過程の全ての場面で生かしきることが困難であったことは想像に難くない。
結局は，これまでのその地方自治体が取り組んできた住民参加の実質化のための努力や，地域
保健，地域福祉の水準引き上げの努力，また地域住民の活動の高まりなどの違いが地方自治体
聞に差をつくったといってもよいであろう (26)。
4.老人保健福祉計画検討・評価の基本的視点
ところで今後の課題は，策定された各地方自治体の老人保健福祉計画の内容を検討・評価し，
問題や課題を確認したうえで今後必要となる見直し作業において，前述した意義を反映させて
行くことにある。そこで，老人保健福祉計画を検証するうえで、の基本的視点について，筆者の
考えの及ぶ範囲で明らかにしておきたい。当然これらの検討においては，厚生省が計画策定作
業のマニュアルとして示した『老人保健福祉計画について』など(表2の(a)-(f))一連の報告，
通知の適性も問われることになる。
まず，第ーに地域の高齢者の生活実態から議論を出発させる視点である。そもそも地域保健
福祉計画の目的は，障害や疾病をもち合わせても安定した地域生活を保障する保健福祉サービ
スの水準を具体的に明示し現実化するところにある。逆の言い方をすると，計画に示される保
健福祉サービスの水準は，安定した住民生活の基盤となるものでなければならないということ
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である。したがって老人保健福祉計画を検討・評価するときに，既存の制度の枠のなかだけの
数量設定とその達成の評価に終わるのではなく，地域住民生活の安定に行政だけではなく保
健・医療・福祉機関や住民の自主的活動を含めていったい何が(どのような施策・事業・活動が)
必要なのかの認識を深めつつ検討・評価しなければ，一面的評価となる恐れがある。
そのためには，高齢者の生活実態を地域と空間を視野に入れ総合的に把握すること必要であ
る。高齢者の経済的状態，健康状態，生活時間の状況， 日常生活の能力(起床，排t世，調理，摂
食，身辺整理，清潔保持.洗濯，外出などの状態をその遂行能力と合わせてとらえる〕の状況，精神的
自立の状況，行動範囲，住居水準，住宅内移動と住宅内動作の障壁，近隣環境，住民の共同関
係(コミュニケーション，交流，協力)の状況，社会的共同消費手段の整備とアクセス， 家族・
親族関係といった，高齢者の自立と発達のためにはそれが確保されなければならない生活の基
盤となるものを，個々にまた総合的につかむ必要がある。そこから，高齢期生活の安定に
「ハード」と「ソフト」を含めてそもそも何が必要なのか判断し， あるべき地域保健，地域福
祉の状視をある程度構想することが必要になる。
もちろん，市町村にとってあるいは住民団体・運動団体にとってもそれらをつかむ調査を実
施するのは容易ではない。しかし，地域に活動する保健・医操・福祉の専門職や住民活動が担
当しているそれぞれの個別ケースを持ち寄り集団的検討を継続していくことで，十分にそれら
の構想はなし得ると思われる。むしろ，市町村老人保健福祉計画の策定過程で高齢者の生活実
態調査はなされたのであるから，その数値を手掛かりに個別ケースの状況の詳細な検討を積み
重ねることで，行政課題，保健・医療・福祉機関の課題，住民の課題がより具体牲をもって明
確になるであろう。こうした高齢者の生活実態に根差した地域保健，地域福祉の構想、を基準に，
現行の老人保健福祉計画の内容を検討すれば，その総合的評価も下せよう。
第二に，基本理念、が計画の根幹にすえられているかである。高齢者福祉の基本理念は人間と
しての尊厳と人権を守り，自立と発達を保障することにある (27)。老人保健福祉計画の性格を
今後のニーズ測定とサービス供給計画とみるのは，一面的である。保健・福祉サービスの提供
により，高齢者の人権を守ることが高齢者福祉の最終的な目的なのである O したがって，老人
保健福祉計画が人権保障という観点から十分なものなのかどうかという，人権論から評価する
視点が重要である。
第三に，現行の保健・福祉の施策の水準を正確に認識し問題点を詳細に分析しているかで
ある。第一の視点ともかかわってくるが，現在の在宅福祉や施設福祉がかかえている問題は，
量的不足というだけではなく，広報周知の不足，申請手続きの繁雑さ，専門職の相談援助体制，
費用徴収の強化による利用の抑制，適正な地域配置がなされていないことからくる長い通所時
間，提供されるサービスの質と頻度，改善されていない施設最低基準とあいまいな在宅福祉
サービスの最低基準，その一方での現場労働者の過重労働，現場労働者の研修や研究時間の不
足など多岐にわたっている。 しかも，高齢者の介護問題の解決が家族(女性)の努力に委ねら
27 
社会学部論集
れる傾向の強い現実の中では，サービス供給が整備されれば，自ずとサービスの利用が高まり，
介護問題が緩和されるというものではない。したがって，これらの問題を解消しつつサービス
供給体制が整備されなければならないのである。老人保健福祉計画におけるサービス提供の現
状の項目で，これらが分析されているかをみておかなければならない。とくに，要介護高齢者
で特別養護老人ホームへの入所申請をしながら待機している高齢者の数がどの程度なのかを記
載しているかどうかが，市町村のこの問題についての姿勢を示すひとつの指標となると思われ
る。
第四に，痴呆性老人への対応が十分かどうかである。老人保健福祉計画の問題点のひとつは，
施策の対象となる痴呆性老人を過小に見なしていることにある。先にめした『老人保健福祉計
画策定に当たっての痴呆性老人の把握方法等についてJI(地方老人保健福祉計画研究班痴呆性老人
調査・ニーズ部会報告)は，市町村にたいして痴呆性老人の数や実態，介護ニーズの把握方法を
示したものである。それによれば，痴呆性老人はすべて「要介護老人」であると考える必要は
なく，痴呆性老人総数に 15%をかけて要介護痴呆性老人を算出するとしている(2hまた，痴
呆性の寝たきり老人は痴呆性老人の範鴫ではなし寝たきり老人と見なすとしている。
これに対して，痴呆性老人を介護している家族の当事者組織である「呆け老人をかかえる家
族の会」は，①軽度・重度を間わず痴呆性老人の全てを要介護高齢者と位置づけ施策の対象に
する必要がある，②痴呆性老人が寝たきりとなった場合も痴呆介護の困難さは解消しないので，
痴呆性老人として算定すること，③施設整備計画全体に痴呆性老人にたいする配慮として施設，
設備，職員数などの検討を行うこと，④関係者に痴呆性老人の理解を深める研修を行うこと，
⑤計画策定にあたって呆け老人の介護家族を参加させること，という要望を発表している制。
当事者の家族の会がいうとおり， 要介護の痴呆性老人の出現率を15%とするのは， 非現実
的であり，介護問題の厳しい現実を受け止めないものといわざるを得ない。逆にいえば，介護
を必要としない痴呆性老人が存在すると前提すること自体が，非現実的である。痴呆性の高齢
者は，たとえ健康なときにも目が離せず，また家族の精神的ショックなどの心理的負担も痴呆
性初期にも大きい。介護者が肉体的・精神的に健康を害し，家族生活が混乱しているケースが
多く，介護は1日24時間365日まったく休みがないものである。むしろ昼間より夜間が，俳
梱，奇声など異常行動が頻発し大変になるケースも多い。しかし，多くの老人保健福祉計画は
r15%Jという数値を用いて算定している。 こうした痴呆性老人人の介護実態は，調査段階で
かなり問題となったはずであり，それを十分踏まえ総合的な痴呆性老人及び家族への対策を計
画に盛り込んでいるかを評価することが重要である。
参考までに，筆者も参加した吹田市の痴呆性老人実態調査の報告書からの政策提言について，
その項目を表4に紹介しておく (30)。
第五に，重層的な施設体系を軸に地域ケアの推進体制を提起できているかである。厚生省の
通知 r老人保健福祉計画について」では， r老人保健福祉計画の作成上の基本指針」の五つの
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表4 痴呆性老人・介護家族対策への提言
1.痴呆性疾患に関する研究開発と知識の啓蒙普及活動の推進
①痴呆性疾患に関する総合的研究の推奨と研究体制の整備
②行政による一般市民への啓蒙教育活動の推進
③利用可能なサービスや制度について周知徹底をはかる
1 保健・医療施設の整備
①リハビリ訓練が可能な医療機関の整備・充実
②地域の医療機関による往診体制や訪問看護体制の確立
③痴呆の相談機関としての保健所の役割重視と保健婦の地域援助体制の拡充
3.在宅福祉サービス制度の整備・拡充
①いわゆる「在宅福祉三本柱Jの制度的拡充と利用条件の改善
②給食サービス，入溶サーピスなど在宅生活を支える諸サーピスの充実
③介護用品・日常生活補助用具の開発および貸出制度の充実
④住宅改造の支援方策の充実
4.施設サービスの整備・拡充一地域的配置を考慮して
①身近な地域に「託老所jの設置
②地域に特別養護老人ホームなどの施設整備
③夜間入所施設(ナイトホスピタル)の整備
④痴呆性専門の老人保健施設の整備
5.家族介護の社会的評価と介護休暇制度の襲備
①介護手当制度の整備
②両性による介護休暇制度の整備・拡充
6.介護家族への会会的支援
①「痴呆性老人(介護者〕家族の会」など家族の組織化とその活動への援助
②介護者家族のリクライゼーション事業への支援
7.地域のネットワークづくりとその取り組みの推進
①高齢者サービス調整チームの確立と活動の展開
②痴呆性老人・家族への継続的・計画的な援助の保障
③地域の住民団体・ボランティアなど，地域住民の高齢者問題への自主的な取り組みの育成
注:r高齢者の生活と健康についての調査j ・「品齢者の健康と介護についての専門調査」報告書』吹田市，
1993年から項目のみをかかげた。
うち，施設福祉と在宅福祉を一元的にとらえニーズに応じて連続的にそれらが提供される「地
域における総合的ケアシステムの確立J.I地域性を踏まえた計画」をもりこんでいる。この表
現のままかあるいは別の表現を用いているかは別にして，多くの計画が地域性をふまえた総合
的な保健福祉の体系をつくるという基本方針を掲げている。
そこで，方針の文言だけではなく，どう具体的な地域ケア像が描かれているかが問われる。
仮に在宅福祉の量が整備できたとしても，それらが地域で生活しながら福祉ニーズに応じてス
ムースに利用できる状況がどうつくられるか，つまり地域福祉システムが(人口規模の多き市町
村の場合は，地域ブロックや行政区ごとに)必要となる O
介護問題をかかえていても意外に保健・福祉についての正確な情報を知らないケースも多く，
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また知っていても，どこに相談を持ち込み，どこに申し込めば利用できるのかも十分知られて
いないのが現実であることは，前にも述べた。また「家」の中に専門家が入って援助を行うと
いうことに対する，住民の抵抗感も少なくない。
そこで，保健・福祉サービスの利用を推進する際には，①継続的な高齢者や家族への生活問
題の相談の中で情報を提供すること，②利用に際しては，高齢者の身辺な地域つまり生活圏か
それに接近するところで利用できる体制をとること(例えばデイ・サービス利用の往復時聞が長く
ならないこと). ③地域で行政と住民とが協力し宜、要な人lこ必要な情報を提供できる体制をつく
ることが当面求められる。こうした条件を満たし，総合的な地域ケアシステムを実現するには，
地域プロックあるいは各行政地区ごとに地域特性をふまえた地域福祉を構想しなければならな
い。痴呆性老人が生活環境の激変により症状が悪化するなど，高齢者にとってはできるだけ生
活環境を変化させないことが精神衛生上必要であり，地域ケアにおいては生活圏が重視されな
ければならなL、。
在宅福祉と地域福祉の関係を，高齢者の障害程度によるケアの場所区分と理解するのではな
し一連のものとして体系づけ，施設福祉についても生活圃を配慮した配置を追求するべきで
ある。今後の高齢者問題の深刻化を考えると地域ブロックや行政区ごとに，①長期入所と短期
保護も可能で，多様な福祉機能を備え，実践の質も高い最後の安全網(セイフティーネット)と
しての老人福祉施設，②地域福祉活動の拠点ともなり，ホームヘルパー，配食など在宅福祉の
供給拠点ともなるデイ・サービスセンタヘ③地域で援助・相談の第一線となる相談窓口(介
護支援センターなど)，という施設の関係を描く必要があろう。
今後地域ケアにおいては在宅介護支援センターが核となる可能性が高い。 noカ年戦略』で
も新ゴールドプランでも在宅介護支援センター全国1万カ所を目標にしている。しかし，在宅
介護支援センターは単独で機能するものではなく，その地域に在宅介護支援センターをパック
アップできるデイ・サービスセンター，老人福祉施設や老人保健施設が背後になければ， 24 
時間相談体制をとっても緊急の対応などがとれない。つまり在宅介護支援センターが地域の第
一線の相談機関としての役割を果たすためにも，デイ・サービスセンターと長期入所が可能な
基幹的老人福祉施設，老人保健施設といった重層的なケア体制が地域ごとにつくられる必要が
あるのである。
5.老人保健福祉計画推進をめぐる国家責任
以上， ごく基本的なところにとどまったが，老人保健福祉計画の検討・評価の視点を提起し
てみた。さらに，焦点をしぼれば人口推計，サービス利用意向度，参酌すべき標準など政策技
術レベルの問題，家族介護の評価，寝たきり・寝かせきりとリハビリテーション，マンパワー
対策など政策展開にかかわる問題など，厚生省のマニュアルも含めて老人保健福祉計画の分析
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検討の課題はっきない。 それらについては， 改めて別の機会に深めたいと考えている (3D。最
後に，今後の老人保健福祉計画の推進についての政府の責任と課題をいくつか触れておきたし、。
それは，いわゆるナショナルミニマムの保障である。老人保健福祉計画は確かに市町村が在
宅福祉と施設福祉に一元的な責任をもっ法改正のなかで‘のもので，市町村の姿勢が厳しく問わ
れるところである。しかし，だからといって国民が居住している地域によって提供される保
健・福祉サービスに著しい格差があり，ある地域では介護が深刻な実態のまま放置されるとい
う状況があるとすれば，高齢者の人権保障という理念からみて容認すべきではない。しかしな
がら，厚生官僚が地域格差の拡大をあえて認める発言をおこなっている事実もある倒。
また財政問題についても，これまでの地方福祉財政の「超過負担」は解消されておらず，さ
らに国の財政的対応は不透明なままである。たとえば. 1994年度の在宅福祉補助金(居宅介護
等事業措置補助金)について，厚生省は1994年8月31日付けで，都道府県の補助金申請額が厚
生省の予算額を大幅に上回ったので当初協議額の60%しか交付しないことを都道府県，指定
都市へ通知している (33)。また，ホームヘルパー 20万人，特別養護老人ホーム 30万人など
「ゴールドプラン」を見直しサービス目標を引き上げた「新ゴールドプラン」については，厚
生省は1995年度だけで8千億円(固と地方負担分)必要としていたが. 95年度の概算要求では
項目だけで予算額を明示しない「白紙要求」をだした。結局連立与党の「税制改革大綱jの関
連で決まった福祉関係費は95年度はl千億円.96年度2千億円(国の負担分は150億円〕に止
まった。一方で1989年から何年までの消費税の国収入分の累計額が17兆9100億円.1990 
年から 93年までのnoカ年戦略JI(ゴールドプラン)の国庫負担累計額は6700億円である
(1京都新聞J194年9月初日付を参照)。
地方自治体にとっては，社会福祉施設の措置費制度における「超過負担」問題と同様. (そ
れ以上に国の財政責任が暖昧なもとで)計画どおり在宅福祉を推進することに捕時せざるを得ない
状拙である。池上惇氏は「少数の金融集団の経済力の増大，官僚的中央集権の発展と並行して
すすむ都市地域と農村地域の発展の不均等(都市内部，農村内部の発展の不均等を含む重層的な形
態)を反映した『歳入の中央集権化と地方財政力の格差の拡大J1J側こそ，今日の地方財政の
特徴を端的に示しており，それが地方自治の権利を空洞化すると警告しているが，老人保健福
祉計画にまつわる財政動向もそれと無縁ではない。
地域経済の不均等発展にともなう地方の税財源の偏在化と，ナショナルな地方行政の増大と
いう矛盾を打開するには，地方財政調整制度を地方自治の権利を強化し，住民生活を安定させ
る立場から実質化する必要がある。老人保健福祉計画の国の財政責任を免除する合理的理由は
どこにも見当たらないのであるから，老人保健福祉計画にかかわっていうならば，地域福祉の
ナショナル・ミニマムを地域からの積み上げで確定すること，社会福祉施設の居住条件を人権
保障と生活の質の保障の観点から洗い直し，施設最低基準を大幅に改善し措置制度を維持しつ
つ措置費をキメ細かく算定しなおすこと， それらをナショナル・ミニマムとし国家責任(財政
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負担)の原則を確定する以外にないように思われる(お)。
今後の地域住民の課題は，計画推進の評価の目を数畳目標の達成にのみ奪われるのではなく，
当該市町村財政の全体的傾向が住民生活優先に向いているかを厳しく検証するとともに，ナ
ショナル・ミニマムの保障を明確な国家責任として実質化させる世論の形成にあるといえるだ
ろう。
注
(1) 老人福祉法では，市町村は市町村老人福祉計画を，都道府県は都道府県老人福祉計画を策定する
もの(同法第20条の8及び9)と規定し，老人保健法では，市町村は市町村老人保健計画を，都
道府県は都道府県老人保健計画を策定するもの(同法第46条の 18及び19)と規定しており，実際
には老人保健福祉計画として一体の計画が策定された。地方自治体によっては高齢者保健福祉計画
としているところもあり，筆者も老人ではなく高齢者という表現を用いるべきと考えるが，本論文
では行政用語のまま老人保健福祉計画と表現することにする。
(2) 児島美都子監修『高齢者福祉Q&AJ中央法規， 1994年， 146ページ
( 3 ) 太田貞司『在宅ケアの条件」自治体研究社， 1992年， 89ベージを参照。
(4) 診療報酬体系における高齢者医療の扱いの特徴については， 大山正夫「高齢者の医療保障J(朝
倉新太郎，野村拓，犠我壮一郎，西岡幸泰， 日野秀逸編『講座日本の保健・医療2現代日本の医療
保障』労働句法社， 1991年)に詳しい。
(5) 山路克文「在宅ケアと施設ケアの今後の課題J(rジュリスト臨時増刊高齢社会と在宅ケア』有斐
閣， 1993年)4ページ
(6 ) 二宮厚美『日本経済と危機管理論』新日本出版， 1982年， 231ページ
(7) 宮田和明「社会福祉制度改革の到達点と今後の課題J(r社会福祉学..1134-1号. 日本社会福祉学
会， 1993年)20ページ
(8) 二木立『複眼でみる 90年代の医療』勤草書房， 1991年， 130 -131ページ
(9 ) 社会福祉8法改正については， r国民の福祉の動向 (1994年版)..11厚生統計協会， 1994年， 83-
84ペー ジ参照。
(10) 厚生省大臣官房老人保健福祉部老人保健福祉課・老人保健課監修『老人保健福祉計画策定の基本
的な考え方」中央法規， 1991年
(11) (a)-(f)は，以下にまとめられている。厚生省老人保健福紐局老人保健福祉課・老人保健課監修
『老人保健福祉計画作成ハンドブック」中央法規， 1993年
(12) 武田宏「地域保健・福祉計画と地方自治一市町村老人福祉計画の行財政を中心として J (W総合
社会福祉研究』第4号，総合社会福祉研究所， 1992年)， 37ページ
(13) 濃沼信夫「保健福祉計画の光と影J(r季刊社会保障研究JVol. 30， No.l，社会保障研究所， 1994 
年)， 9ページ
(14) fT老人保健福祉計画について』解説J(r老人保健福祉計画作成サンドブック (前掲).1， 73-74 
ページ
(15) r老人保健福松計画についてJ(通知〕では，次のように述べている。「固においては， r高齢者保
健福祉10カ年戦略』を策定し.平成2年度より， その推進に努めているところであり，地方公共
団体においてもサービス提供体制を整備していくことの緊急性を認識し， これに計画的に取り組ん
でいく必要がある。/今般， 市町村及び都道府県において老人保健福祉計画を作成することにした
のは，このような老人保健福祉行政の計画的推進を図るという要請に応えるものであるJ。
(16) 地域の福祉力については，真田是『地域福祉の原動力」かもがわ出版， 1992年を参照されたい。
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(17) If老人保健福祉計画について』解説(前掲)J.69ページ
(18) 浜岡政好「高齢者の生活実態に根ざした福祉計画づくりJ(f住民参加でつくる老人保健福祉計
商』大阪自治体問題研究所.1993年参照。
(19) 吹田市，三和町の老人保健福祉計画ならびに. 1"特集座談会 住民が主人公となる老人保健福祉
計画JCf福祉のひろば』総合社会福祉研究所，特集53号.1993年1月)を参照のこと。
(20) 福永哲也『高齢者ケア先進地域をゆく」自治体研究社.1993年参照。
(21) 近畿弁護士連合会人権擁護委員会 ri老人保健福祉計画」に関する近畿各地方自治体アンケート
結果報告書.11993年1月。 1993年6月に近畿6府県326市町村にアンケートを郵送し. 146の地
方自治体(計画策定担当者)から回答(回答率45%)があったものを集計したものである。さらに
アンケート回収後に行った地方自治体の老人保健福祉計画策定担当者へのヒアリング調査 (4自治
体)の結果も収められている。
(2) r間報告書JI12ベージ
(23) f同報告書J15ページ
(24) Ir同報告書.!17ベージ
(25) Ir同報告書J19ページ
(26) 地方自治体の先進的努力については，一番ケ瀬康子，大森禰，田端光美編『中野区・福祉都市へ
の挑戦Jあけび書房.1993年，西三郎，大山博，亀谷二男編『新時代の自治体福祉計画「みたか福
祉プラン 2lJの策定を追う』第一書林. 1993年が参考になる。また，地域住民の老人保健福祉計
画にかかわる活動については，八尾まちづくり研究会編『住みなれたまちで安心して暮らしたいー
「八尾市老人保健福祉計画Jへの市民からの提言』総合社会福祉研究所.1993年が参考になる。
(27) 高齢者福祉の基本理念については， 優れた実践の展開で注目されている特別養護老人ホーム喜楽
苑の報告から学ばせていただいた。市川謹子『ああ， 生きてる感じゃ!一喜楽苑がめざすノーマラ
イゼンション 』自治体研究桂.1993年
(28) Ir老人保健福祉計画作成ハンドブック(前掲U 89ページ
(29) 要望の前文は.Ir老後保障最新情報資料集10Jlあけぴ書房.1993年.64ページを参照。
(30) ri高齢者の生活と健康についての調査」・「高齢者の健康と介護についての専門調査」報告書』
吹田市.1993年.163 -168ページ
(3D 京都市及び京都府各市町村，京都府の老人保健福祉計画については，集団的な検討作業を進めて
いる。
(32) 中村秀一(当時老人保健福祉部老人保健福祉課長)氏は，第3回社会福祉トップセミナー (1991
年5月29日)の基調講演で次のように述べている。「むしろ格差が聞くのは歓迎で，いい市町村は
どんどんのびていってほしいと思っています。 そこで日本の福祉の水準があがるということは結構
だと思っております。福祉が伸びない市町村に住んでいるのは，そこの住民が不幸ということであ
きらめてもらう。これは市町村の責任であるというふうに割り切って考える， ということになるわ
けです。(中略)落ちこぼれのやる気のないところは， きつい言葉で言えば， どんどん切り捨てざ
るをえないという状況だと思います。それは市町村の自助努力だということになると思います。も
ちろん， 自助努力のために必要な財源， 人の手当はいたします。」中村「在宅福祉サービスの推進
と老人保健福祉計画J(Ir福祉改革E 福祉改革の推進ーマンパワー・老人保健福祉計画 』全国社
会福祉協議会.1991年).36ページ
(3) 厚生省老人保健福祉局老人保健福祉計画課長(都道府県， 指定都市民生主管部局長あて) I平成
6年度居宅介護等事業費補助金等の内示についてJ(老計11号)1994年8月31日付
(34) 池上惇『地方財政論』同文館.1989年.37ページ
(35) 武田宏「高齢者福祉改革と措置制度Jcr総合社会福祉研究』総合社会福祉研究所，第7号. 1994 
年).45 -46ページ。このほかに社会福祉とナショナル・ミニマムについては，河野正輝『社会福
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祉の権利構造』有斐閣.194年，太田貞司『在宅ケアの条件(前掲)Jを参照。なお，保育制度や
高齢者福祉制度で具体化しはじめている措置制度改革(解体)は，福祉問題をかかえる住民への施
設サービス提供と措置費についての公的責任を解体するものであり， ひいては在宅福祉への公的責
任をも解除し， ナショナル・ミニマム形成を困難にし，結局は住民にとってプラスにはならないと
考える。また，措置制度を，一方的な行政判断による手続きという形式だけでとらえ申請者の選択
権が無視されると批判する論者も見受けられるが， それは国民の権利性や財政責任といった措置制
度の全体構造をふまえた意見ではなく，措置制度の運用によって解決可能であり，措置制度解体の
積極的理由とはなり得ないと考える。措置制度については回村和之 r保育所行政の法律問題』動草
書房.1981年及び成瀬龍夫，小沢修司，武田宏.山本隆r福祉改革と福祉補助金』ミネルヴァ書房，
1989年を参照されたい。
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